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ドナルド・トランプ氏は、2024年の大統領選挙キャン
ペーンにおいてエネルギー政策を柱とし、それを自身の
経済的優先事項と米国の世界的リーダーシップに対す
るビジョンの象徴としました。彼は、米国を世界で最も

1  「トランプ2.0：就任後最初の100日間― 業界別の勝者と敗者の分析」, 2025, プロティビティ: https://www.protiviti.com/jp-jp/flash-report/trump-20-first-100-days

低コストのエネルギー生産国にすることを約束し、米国
のエネルギー自立を回復するだけでなく、エネルギー覇
権を達成することを誓いました。

「私は大統領として、米国が地球上のどの工業国よりもエネルギーコストの低い国
であることを保証するという国家目標を掲げる。そして、中国と肩を並べるだけでなく、
中国よりも大幅に安くする。そして、エネルギーが増えればインフレ率が下がり、雇用
も増える」とトランプ大統領は語っています。

2023年9月7日

このキャンペーンが提唱した戦略には、化石燃料生産の
大幅拡大、環境規制と許認可規制の撤回、原子力発電
と水力発電の支持、風力発電と電気自動車の義務化へ
の反対などがあります。

これらの戦略は、エネルギーコストの上昇や規制の行き
過ぎを懸念する有権者の共感を得ました。特に、再生
可能エネルギーとの競争で大きな打撃を受けている地
域では魅力的に映りました。そして、民主党の気候変動
に重点を置いた政策とは鮮明なイデオロギー上の対照
を示しました。

選挙の直後に、私たちが業界における勝者と敗者に関
する初期の見解を発表した際、エネルギー業界をセグ
メント化しました。その際、石油とガスを勝者として、再
生可能エネルギーを敗者とし、公共事業に対してはどち
らにも成り得るという見通しを予測しました1。

第2次トランプ政権の最初の半年が過ぎた今、当初の
見解を再度検討し、トランプ政権が選挙公約を実現した
かどうかを評価する良い機会だと考えられます。
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エネルギー戦略を実行するための政権の行動

2 これらのEOsとトランプ現政権が発行したすべてのEOsはこちらで見ることができる。本明細書で引用したEOsおよびその説明文は、例示を意図したものであり、網羅的なもので
はない。

トランプ大統領は、エネルギー政策の実践に時間をか
けることはありませんでした。就任式当日、彼は以下の
大統領令（EOs）に署名しました2。

• 「アメリカのエネルギー解放」（EO14154）は、とりわ
けバイデン時代の気候に関する規制を撤回し、液化
天然ガス（LNG）の輸出審査を再開し、化石燃料イン
フラを優先するよう各省庁に指示するものである。

• 「国家エネルギー緊急事態宣言」（EO14156）は、石
油、ガス、石炭、原子力、重要鉱物の許認可を迅速化
する緊急権限を発動し、国防生産法（DPA）の使用
を許可するものである。エネルギー政策の文脈で
は、DPAは特に、政府がエネルギー・インフラストラ
クチャーのために資源を契約・配分すること、企業に
エネルギー関連商品の生産や生産能力拡大を強制
すること、国内サプライチェーンを再構築すること、燃
料基準の緊急免除を可能にすることを認めている。

• 「国際環境協定における米国第一主義」（EO14162）
は、パリ協定からの米国の即時脱退を求めるもので、
これは2回目のことである。トランプ大統領が協定
から米国を離脱させたのは、最初の任期中の2020
年だったが、2021年にはバイデン大統領によって撤
回された。今回の脱退は、正式な通告から1年後に
発効する。

その後数カ月の間にも、エネルギー関連の大統領令が
追加されました。

• エネルギー政策を調整し、許認可を合理化するため
に、さまざまな省庁の長と大統領任命による省庁横
断的な審議会である「国家エネルギー支配会議を設
置する。」（EO 14213）

• 「アメリカの美しいクリーンコール産業を再活性化す

る」 (EO 14241)は、石炭を戦略的鉱物として再定義
し、石炭採掘と燃焼技術に対する連邦政府の支援を
拡大するものである。

• 「州の越権行為からアメリカのエネルギーを守る」
（EO14260）は、連邦政府が承認したエネルギー・
プロジェクト、特に化石燃料インフラに関連するプロ
ジェクトに対する州の権限を制限するものである。

• 「アメリカのエネルギーを解き放つためのゼロベース
規制予算」（EO14270）は、エネルギー関連規制に
強制的な強制的サンセット条項を導入し、既存の規
則の継続を正当化することを各省庁に義務付けるこ
とで、エネルギー生産に対する規制負担を軽減する
ことを目的としている。

• 「アメリカの沖合にある重要鉱物資源の活用」 (EO 
14285)は、海底鉱物開発における米国のリーダー
シップを促進することを目的としている。

• 「国家安全保障のための先進原子炉技術の配備」
（EO14299）は、国内の原子力産業基盤を解き放ち、
米国の原子力企業を世界中の将来のエネルギー成
長のためのパートナーとして位置づけるものである。

• 「原子力規制委員会の改革命令」（EO14300）は、米
国の原子力発電能力の拡大を促進するものである。

• 「エネルギー省における原子炉試験の改革」
（EO14301）は、原子力の技術革新を促進し、先進
的な原子力技術をできるだけ早く国内生産に移行さ
せることを目的としている。

• 「信頼性に欠け、外国に支配されたエネルギー源へ
の市場を歪める補助金の廃止」（EO14315）は、外
国の敵に支配されたサプライチェーンに組み込まれ
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たものも含め、「グリーンエネルギー」への補助金を
廃止するものである。

大統領令に加え、多くのエネルギー関連条項が、2025
年7月4日にトランプ大統領が署名した「One Big 
Beautiful Bill Act（OBBB）」に盛り込まれました。こ

3 www.energy.gov/articles/energy-secretary-chris-wright-delivers-keynote-remarks-three-seas-business-forum-warsaw.  

れには、クリーンエネルギー税額控除の大幅な後退、化
石燃料拡張の義務化、化石燃料の使用料および税制上
の優遇措置、400万エーカーの連邦有地を石炭採掘の
ために開放することを含む原子力および石炭への追加
支援、電気自動車への優遇措置の廃止などが含まれて
います。

産業部門への影響：現在の勝者と敗者

第2次トランプ政権がこれまでに取った行動を踏まえ、
エネルギー部門への影響に関するプロティビティの現
在の見解は、選挙直後の見解と一致しています。

石油・ガス事業 – 勝者

理由：連邦の土地と海域での掘削の拡大、許認可プロ
セスの合理化、環境規制の緩和、LNG輸出承認の再開、
化石燃料のさらなる拡大を支援する国家エネルギー支
配評議会が設立されています。エネルギー長官にクリ
ス・ライト、内務長官にダグ・バーガムを充てるといっ
た重要人事は、化石燃料優先の姿勢を倍加させるもの
です。

油田サービス事業 - 勝者

理由：掘削活動の活発化と許認可プロセスの合理化に
より、サービス、設備、労働力に対する需要が高まり、世
界的なLNGの拡大により新しい市場が開拓され、環境
規制の緩和により操業上の制約を減らしています。

鉱業 - 勝者

理由：石炭採掘への支援の拡大、重要鉱物の国内生産
の促進、許認可プロセスの合理化、そして環境の後退に
よるものです。

電力・公益事業 – 両方

理由：排ガス規制の後退、送電網の信頼性を高めるた
めの石炭火力と原子力の優先、LNGインフラと化石燃
料の拡大の推進は、エネルギー供給の安全保障を向上
させています。しかし、クリーンエネルギー優遇措置の
廃止や輸入部品への関税をめぐる不確実性が続いて

いるため、特に再生可能エネルギーのポートフォリオや
電化目標を大きく掲げている電力会社にとっては、長期
計画が複雑になります。

再生可能エネルギー - 敗者

理由：連邦の土地や沖合での風力や太陽光発電の認
可の一時停止、関税によるソーラーパネルや風力タービ
ンのコスト上昇、税額控除の段階的廃止、そして、何十億
ドルものクリーンエネルギー・プロジェクトが中止／延
期になっています。

今後のエネルギーへの取り組み

環境保護庁（EPA）は、気候汚染から国民を守ることを
政府に義務づける「絶滅危惧所見」の廃止を推進する
見込みです。同政権はまた、特に国防やAI関連技術に
不可欠な鉱物の国内採掘を促進するための追加措置
を講じる可能性が高く、エネルギー分野全体における許
認可の合理化と環境監視の削減をさらに追求する可能
性が高いと考えられます。さらに、中国に有利な政策よ
りも米国のエネルギー政策を推進することを目的とした
「チーム・エナジー・フリーダム」3のプログラムに、同
盟国が引き続き参加することが予想されます。

政権計画のさらなる指標は、EO14213によれば2025
年5月25日までに完了するはずの国家エネルギー支
配評議会の報告書で開示される見込みですが、まだ発
行されていません。
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トランプ2.0エネルギー政策への反応

4 www.resilience.org/stories/2025-03-20/how-u-s-states-can-protect-the-environment-from-federal-rollbacks-and-intervention/.  

5 www.lcv.org/media-center/how-states-are-fighting-back-against-trumps-clean-energy-ban/.  

6 同上
7 https://usclimatealliance.org/in-the-news/the-guardian-how-states-are-leading-climate-fight-despite-rollbacks.  

8　www.bloomberg.com/news/newsletters/2025-08-06/wall-street-sees-decline-in-dealmaking-for-oil-and-gas-clients.

エネルギー産業

上記の勝者と敗者の分類と同様に、エネルギー業界は
楽観と警戒を織り交ぜて対応しています。伝統的な化
石燃料生産者（特に石油、ガス、石炭）は、政権の積極的
な規制緩和姿勢と迅速な許認可プロセスを歓迎してい
ます。しかし、大規模な再生可能エネルギーポートフォ
リオを持つ総合エネルギー企業や電力会社は、不確実
性に直面しています。インフレ抑制法（IRA）の優遇措
置に依存していた多くのプロジェクトが凍結または延期
され、数億ドルの投資計画が突然の規制撤廃によって
宙に浮いた状態になっていると企業は報告しています。

州政府

カリフォルニア州、ニューヨーク州、マサチューセッツ州
のような進歩的な州は、連邦政府のエネルギー政策に
対抗するための措置を講じています。例えばカリフォ
ルニア州は、連邦政府機関が州の権限を覆そうとしてい
るにもかかわらず、独自の排出基準や再生可能エネル
ギーの義務付けを実施し続けています 4。

また、気候変動やエネルギーに関する目標を守るために、
新しい法律を制定したり、提案したりしている州もあります。

• カリフォルニア州は、保険会社が気候変動に関連す
る損害について主要な汚染者を訴えることを可能に
する「アフォーダブル保険と気候回復法」を導入した5。

• アラスカ州は、地域のクリーンエネルギー導入への投
資拡大とともに、再生可能エネルギーに関する初の
州レベルの目標を検討している6。

• ニューヨーク州とマサチューセッツ州は、州レベルの
クリーンエネルギー義務付けを拡大し、失われた連

邦政府からの支援に代わる新たな資金調達メカニズ
ムを創設した7。

各州もまた、さまざまなグリーン・イニシアチブで結束し
ています。

国際社会

米国のパリ協定からの離脱は、国際的な非難を引き起
こしました。EU、中国、英国の首脳たちは、協定へのコ
ミットメントを改めて表明し、米国が気候変動に対する
責任を放棄したことを批判しました。カナダやEUといっ
た同盟国は、トランプ氏の積極的な化石燃料政策や関
税・制裁の使用を受けて、エネルギー分野でのパート
ナーシップやプロジェクトの見直しを進めています。

環境保護団体

環境保護団体は、政権による気候変動政策の後退、特
にパリ協定からの離脱と連邦土地での風力発電と太陽
光発電の許可停止について非難しています。

投資家と一般市民

投資家と世論の心理は、依然として複雑な状況にあります。

伝統的に保守的な地域でも、再生可能エネルギーに対
する国民の支持は根強くあります。さらに、誰もが政権
の戦略が消費者のエネルギーコスト削減につながると
確信しているわけではありません。

同様に、大企業や投資家は、現在の政府の優先順位
にかかわらず、企業の持続可能性目標を放棄していま
せん。実際、最近の報告書によると、ウォール街の上位
6行による石油・ガス・石炭プロジェクトへの融資は、
2025年8月1日までの今年、2024年の同時期から
25％減少しました8。
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プロティビティについて
プロティビティは、企業のリーダーが自信をもって未来に立ち向かうために、高い専門性と客観性のある洞察力や、お客様ごとに的確なアプローチを提供し、ゆるぎない最善の連携を約束するグローバルコンサル 
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結論

事実は、トランプ現政権がエネルギー政策に関する選
挙公約を確実に実行していることを裏付けています。
法律の専門家は、政権の行動の多くは大統領の権限を
超えている可能性があり、そのため司法で争われる可
能性があると指摘しています。すでに大統領令、許認
可プロセス、規制緩和を対象とした多数の訴訟が提起
されており、今後さらに増える見込みです。しかし現時
点では、政権が法的な異議や反対意見によって抑止さ
れる可能性は低く、トランプ2.0のエネルギー政策は引
き続き果断に推進されると予想されます。

プロティビティの支援
プロティビティは、エネルギー企業および公益事業
（E&U）のリーダー達と提携し、混迷した時代への対応、
レジリエンスの強化、自信に満ちたリーダーシップの発
揮についての支援を提供しています。規制緩和、進化
するサステナビリティ要件、あるいは化石燃料拡大の加
速といった状況に直面する中で、プロティビティはエネ
ルギーバリューチェーン全体の変革を支援するために、
深い業界知識と実績あるソリューションを提供します。

私たちの支援内容：

• オペレーショナルリスク、規制リスク、地政学的リスク
の特定と管理。

• 石油、ガス、原子力、公益事業部門向けに設計され
たマネージド・サービス、内部監査、財務アドバイザ
リー・ソリューションを通じたパフォーマンスとコンプ
ライアンスの最適化。

• イノベーションとデジタルトランスフォーメーションを
加速し、AI、自動化、サイバーセキュリティ戦略を活用
したインフラの近代化と重要なシステムの保護。

• トランプ2.0の下での大統領令やエネルギー指令の
分析など、戦略的洞察とシナリオプランニングによる
政策の不確実性のナビゲート。

プロティビティは、フォーチュン500のE&U企業の47%
を含む950社以上のE&Uクライアントにグローバルに
サービスを提供しており、石油・ガス、電力、公益事業、再
生可能エネルギー分野のリーダーが、政治や市場のダ
イナミクスの変化に適応できるよう支援し続けています。


